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土浦市自転車駐車場指定管理業務仕様書 

 

１．趣旨 

この仕様書は、「土浦市自転車駐車場条例」（平成４年土浦市条例第３１号）及び「土浦市自

転車駐車場条例施行規則」（平成５年土浦市規則第２号）に定めるものの外、指定管理者が行

う業務の詳細について定めることを目的とする。 

 

２．管理運営に関する基本的な考え 

（１）施設利用者の安全確保を第一とする。 

（２）施設の効果的・弾力的かつ円滑な運営を行う。 

（３）施設の利用向上を積極的に図る。（適切な広報を行うなど） 

（４）利用者にとって快適な施設であることに務める。 

（５）指定管理者業務に関連して取得した個人情報その他の情報の保護を徹底する。 

（６）駐車場を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしない。 

 

３．管理の基準 

（１）法令等の遵守 

駐車場の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各項に挙げる法令等に基づかなけれ

ばならない。なお、指定期間中に法令等の改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。 

① 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

③ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

④ 土浦市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年土浦市条例第２

３号） 

⑤ 土浦市自転車駐車場条例（平成４年土浦市条例第３１号） 

⑥ 土浦市自転車駐車場施行規則（平成５年土浦市規則第２号） 

⑦ 土浦市自転車等の放置防止に関する条例（平成４年土浦市条例第３２号） 

⑧ 土浦市自転車等の放置防止に関する条例施行規則（平成５年土浦市規則第３号） 

⑨ 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

⑩ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号） 

⑪ その他関係法令 

（２）利用者の安全の確保に関すること 

利用者の安全対策、監視体制、防犯及び防災対策等の安全を確保するための各種マニュ

アルを作成し、万一に備えて従業員を訓練すること。 

（３）緊急時の対応 

① 指定管理者は、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等について

の対応計画を作成し、緊急事態の発生時には的確に対応すること。 
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② 指定管理者は、駐車場内での火災、犯罪、事故防止に努めるとともに、発生時には的確

に対応すること。 

（４）管理運営規程の作成 

指定管理者は、あらかじめ土浦市と協議のうえ、駐車場の管理運営に必要な規程を定めるこ

と。 

（５）個人情報の保護に関すること 

指定管理者が管理、運営を通じて取得した個人情報は、外部へ漏らし又は自転車駐車場の管

理以外の目的に使用してはならない。指定期間が満了、若しくは指定を取り消された後も同様

とする。 

指定管理者は個人情報の保護に関する法律の規定に準処し、管理、運営を通じて取得した個

人情報の取り扱いに十分配慮し、適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（６）守秘義務 

指定管理者及びその従業員は、管理の業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

その指定管理者でなくなった後及びその従業員でなくなった後も、同様とする。 

 

４．業務内容 

（１）業務時間及び受付時間 

① 駐車場の業務時間は、午前６時から午後８時まで（土浦駅西口地下自転車駐車場にあっ

ては、午前６時から午後１１時まで）とする。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、

市長の承認を受けて、これを変更することができる。 

② 駐車場の定期駐車の許可申請受付は、業務時間内とする。ただし、指定管理者は必要が

あると認めるときは、市長の承認を得て、これを変更することができる。 

（２）駐車場の定期駐車の許可申請及び一時駐車の承認 

   駐車場の定期駐車の許可申請及び一時駐車の承認に関する以下の業務を行うこと。 

① 定期駐車許可申請書の受理並びに定期駐車券及び定期ステッカーの交付 

② 一時駐車の承認 

③ 定期利用者住所等変更届の受理 

④ 駐車場利用取消通知書の通知 

⑤ 定期駐車料金減免申請書の受理及び減免承認通知書の通知 

⑥ 定期駐車料金返還申請書の受理及び返還通知書の通知 

⑦ 利用者に対する案内及び駐車場の利用方法の説明 

⑧ 自転車が防犯登録を受けていることの確認 

⑨ 利用者に対して自転車の盗難等の防止に関する指導 

⑩ 駐車場を不正利用している者に対して注意又は警告等 

⑪ 駐車場業務に関する問い合わせや苦情に対する適切な説明 

⑫ 業務に必要な諸用紙の印刷や消耗品の購入 

⑬ 利用者からの電話対応及び緊急呼び出しへの現場対応 

（３）駐車場の施設及び付属設備の維持管理に関すること。 
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① 駐車場内及び駐輪機器等の整備、清掃については、毎日１回以上行うこと。 

② 消防設備の保守及び年２回の定期点検を行うこと。 

③ 自転車用オートスロープの保守及び年１回の定期点検を行うこと。 

④ トイレは毎日１回以上清掃を行い、石鹸やトイレットペーパー等の必要な消耗品を補充

すること。 

⑤ 施設及び付属設備に損傷や故障等があった場合には、直ちに対応処置をするとともに修

繕の必要が生じた場合には、市に報告し１件２０万円以下の修繕を行うこと。 

⑥ 光熱水費、通信運搬費及び下水道使用料を負担すること。 

⑦ 防火管理者の有資格者を配置し、非常事態に備えた対応ができる体制を整え、消防法に

よる必要な諸届出及び立会い等を行うこと。 

⑧ 施設賠償責任保険に加入すること。 

⑨ その他、駐車場の施設及び付属設備の維持管理に関する業務。 

（４）駐車場の利用料金の徴収に関すること 

① 利用料金の収受及び領収書の発行をすること。 

② 日報及び現金出納帳の作成をすること。 

③ その他、駐車場の利用料金の徴収に関する業務。 

（５）その他 

① 公の施設であることを常に念頭において公平な管理運営を行うこと。 

② 利用者に対するサービスの向上を図り、利用者の増加及びそれに伴う利用料金収入の増

加を図る方策を毎年検討すること。 

③ 管理経費の節減に努めること。 

④ 各種トラブル等には迅速かつ適切に対応すること。 

⑤ 市の求めにより、随時、利用状況等の資料を提出すること。 

⑥ その他、市長が必要と認めた業務を行うこと。 

 

５．業務の委託の制限 

管理の業務を第三者に委託し、又は請負わせることはできない。ただし、その一部について、

市が認めた場合はこの限りではない。 

 

６．事業計画・収支予算 

指定管理者は、毎年８月末日までに管理業務にかかる次年度の事業計画書及び収支計算書を

提出すること。 

 

 

７．収支及び市への納付について 

（１）指定管理者は、駐車場の利用料金を収入し、管理運営業務に必要な経費を支出する。利用

料金は、土浦市自転車駐車場条例第１０・１１条に定める額の範囲内で、土浦市は事前に市長の

承認を得て、設定すること。 
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（２）指定管理者は、協定により定められた額を市に納付しなければならない。但し、市への納

付の際にかかる金融機関等への手数料については、指定管理者の負担とする。また、市への

納入時期、方法等については別途協議するものとする。 

なお、市は原則として、赤字になった場合でも補填しない。 
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８．指定管理者と土浦市の責任分担等 

指定管理者と土浦市の責任分担等については、次のとおりとする。 

段 階 種 類 内 容 
指定   

管理者 
土浦市 

共 通 

法令等変更 

指定管理者が行う管理運営業務に影響を及ぼす市の

条例等方針の変更によるコスト変動 
  ○ 

指定管理者が行う管理運営業務に影響を及ぼす法制

度等の変更によるコスト変動 
協議事項 

第三者賠償 

本業務を原因とする公害、生活環境の阻害等による

場合 
○   

建物・設備の瑕疵に起因するもの   ○ 

施設の管理運営の過失の伴うもの ○   

物 価 指定後の急激なインフレ・デフレ  ○ 

金 利 金利の変動 ○   

不可抗力 自然災害   ○ 

申請段階 

申請コスト 申請に要する費用の負担 ○   

調 査 事業の実現可能性の調査 ○   

資金調達 必要な資金確保 ○   

施設・設備

管理 

保守点検 

市の理由による業務内容、用途変更による保守点検

費用の増大 
  ○ 

指定管理者の責めによる保守点検費用の増大 ○   

保守点検の不備による機器等の不調、器具、備品の

破損 
○   

指定管理者の責めによる施設維持管理上の事故、怪

我の発生及び拡大 
○   

セキュリティの不備による事故・火災の発生 ○   

その他 指定管理者の責めによる利用者からのクレーム ○   

施設運営 

利用者の  

受付、案内 

侵入者による事故等の発生 ○   

徴収した利用料金等の盗難、紛失 ○   

利用者の誘導の不手際による事故、怪我 ○   

傷病人への 

対応業務 
対応の不手際による症状の悪化 ○   

その他 
その他指定管理者の責めによる利用者からのクレー

ム 
○   

その他上記によらないもの 協議事項 
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９．指定管理者と土浦市の経費分担等 

指定管理者と土浦市の経費分担等については、次のとおりとする。 

項  目 内     容 
指定   

管理者 
土浦市 

消耗品費 事務用消耗品、管理用消耗品 ○   

印刷製本費 

利用登録証、登録ステッカー、納付書兼領収書、その

他利用登録申請書等の施設の管理運営に必要となる

書類 

○   

電気料金   ○   

ガス料金   ○   

上下水道料金   ○   

通信運搬費 電話代、切手代等 ○   

損害賠償責任保険料 
施設利用者損害賠償保険 ○   

火災保険料   ○ 

施設の保守管理に係る 

業務費 

土浦市自転車駐車場指定管理者業務仕様書に記載さ

れた業務 
○   

施設管理人件費 管理人及び整理員等 ○   

２０万円以下の施設、 

設備、備品等修繕費 
  ○   

２０万円を越える施設、

設備、備品等修繕費 
    ○ 

施設工事費     ○ 

仕様書に定められた業

務の実施に必要となる

経費、又は、その他、上

記で定められていない

施設の管理運営のため

に必要な全ての経費 

  ○   

 

１０．損害賠償 

指定管理者は、施設賠償責任保険に加入し、次に掲げる場合、速やかに事故報告書を市に提

出するとともに、指定管理者の責任のもとその損害を賠償し、又は現状に回復するものとする。 

なお、保険の保障内容は、現在加入している保障内容と同等以上の保険に加入するものとす

る。 

（１） 第三者に損害を及ぼした場合 

（２） 駐車場の施設及び付属設備を損壊又は滅失した場合 

（３） その他管理に関して損害が発生した場合 
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１１．事業報告等 

指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、次の事業報告書等を提出すること。また、毎月

の利用状況等を翌月の１０日までに市に対して報告すること。 

（１） 管理業務の実施状況及び利用状況 

（２） 利用料金の収入の実績 

（３） 管理に係る経費の収支状況 

（４） その他市長が必要と認めるもの 

 

１２．業務報告の聴取等 

市は、指定管理者の管理する施設の適正を期するため、必要があると認めるときは、指定管

理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し又は必

要な指示をすることができる。指定管理者がこれに従わなかった場合、市は指定管理者の指定

を取り消すことができる。 

また、監査委員が市の事務を監査するのに必要があると認める場合、指定管理者に対して出

頭を求めることができる。 

 

１３．備品・消耗品等の所有権 

指定管理者に貸し付ける備品等については、土浦市の所有とし、その使用及び保管には十分

注意すること。なお、交換等の必要性が生じた場合は指定管理者にて負担する。購入した備品

については、土浦市の所有とする。 

 

１４．指定管理者指定後の手続等 

（１）指定管理者との協定締結 

指定管理者の指定後に、市と指定管理者は、指定管理業務の細目等について協議のうえ、指

定期間における基本的事項を定めた「基本協定」（令和８年１月中旬頃）及び年度（４月１日

から翌年３月３１日）ごとに締結する「年度協定」を締結する。 

なお、協定書に定めのない事項又は協定書の内容に疑義が生じた場合は、改めて協議する。 

（２）協定書の主な内容 

（包括協定の主な内容） 

① 業務に関する基本的事項（施設の概要、指定管理業務、指定期間等） 

② 遵守事項 

③ 納付に関する事項 

④ 利用料金に関する事項 

⑤ 管理業務に係るリスク分担に係る事項 

⑥ 実施計画書の提出に関する事項 

⑦ 事業報告書の提出及びその他報告事項に関する事項 

⑧ 秘密の保持、個人情報の保護に関する事項 
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⑨ 管理業務の継続が困難となった場合の措置等 

⑩ 指定の取り消し等に関する事項 

⑪ 損害賠償に関する事項 

⑫ 施設等の引渡し、管理業務の引継ぎに関する事項 

⑬ 権利譲渡等の制限に関する事項 

⑭ 留意事項及び協議事項に関する事項 

⑮ その他 

（年度協定の主な内容） 

① 管理業務の内容に関する事項 

② 納付額に関する事項 

③ その他 

 

１５．指定期間満了前の指定の取消し 

（１）土浦市による指定の取消し 

土浦市は、次の事項のいずれかに該当すると認める場合は、指定期間満了前に指定管理者の 

指定を取消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

①指定管理者が業務に際し不正行為を行なったとき。 

②指定管理者が土浦市に対し虚偽の報告を行い、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

③指定管理者が協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。 

④自らの責めに帰すべき事由により、指定管理者から協定締結の解除の申出があったとき。 

⑤土浦市自転車駐車場指定管理者募集要項に定める「応募者の申請資格」を失ったとき又は

申請資格がないことが判明したとき。 

⑥資金事情の悪化等により、業務の遂行が確実でないと認められるとき。 

⑦その他土浦市が必要と認めるとき。 

（２）不可抗力による指定の取消し 

土浦市又は指定管理者は、不可抗力の発生により、業務の継続等が困難と判断した場合は、

相手方に対して指定取り消しの協議を求めることができるものとする。協議の結果、やむを

得ないと判断された場合、土浦市は指定の取り消しを行うものとする。 

（３）指定期間満了前の取消し時の措置に関する事項 

① 指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定期間満了前に指定の取り消しが行われ 

 た場合は、土浦市に生じた損害は指定管理者が賠償すること。 

② 指定管理者は、指定期間満了前の指定の取消しが行われた場合、その事由のいかんを問

わず、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、駐車場管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎ

を行うものとする。 

 

１６．指定管理終了にあたっての引継業務 

（１）指定管理者は、指定期間終了後、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行

できるよう、引継ぎを行うこと。 
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（２）指定期間終了後若しくは指定の取り消し等により次期指定管理者へ業務を引き継ぐ際は、

円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅帯なく提供するものとする。 

（３）指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定の取り消し、若しくは期間を定

めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった公の

施設の施設及び設備を速やかに原状に復さなければならない。ただし、市長の承認を得たと

きは、この限りでない。 

 

１７．経過措置 

この仕様書の規定にかかわらず、令和８年３月３１日以前に行った、駐車場に関する申請等

のうち、令和８年４月１日以降の申請等に関することについては、４月１日以降の指定管理者

に申請等をしたものとみなす。 

（１）定期券について３月３１日以前に年度をまたぐ契約をした場合は、４月１日以降の定

期券収入については、４月１日以降の指定管理者の収入とし、３月３１日以前の指定管

理者は、その収入を前受金として取り扱う。 

（２）回数券については、指定管理者の決定後から３月３１日までの間は、販売を中止する

ものとする。ただし、現指定管理者と令和８年度以降の指定管理者が同一業者である場

合はこの限りでない。 

 

１８．その他 

（１）土浦市は必要に応じ、施設、備品等及び管理運営の実地について検査を行う。 

指定管理者は、合理的な理由無く、これを拒否できないものとする。 

（２）協議 

指定管理者は、この仕様書に規定するほか、指定管理者の業務の内容及び処理について、疑

義が生じた場合は土浦市と協議し決定すること。 

（３）その他必要事項 

指定管理者は、公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定

の団体・個人に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 


